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（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局障害サービス課） 

 

 

９ 障がい者の多様な働き方の推進 

 

【提案内容】                    提出先 厚生労働省 

今の社会環境の中で働けないと思っている人も含め、全ての障がい者

が働ける社会、活躍できる社会の実現を目指し、次の方策を講じること。 

 
(1) 障がい者が望む働き方は様々であることから、企業での雇用にとど

まらず、個々の持つ特性の可視化、テクノロジー活用の促進、社会参
加の推進といった施策を講じることにより、障がい者の多様な働き方
を推進し、自己実現を支援すること。 
また、より多くの職場等で、重度障がい者が必要な介助を受けなが

ら働くことができるようにしていくため、重度訪問介護サービス利用
者等職場介助助成金、同通勤援助助成金及び雇用施策との連携による
重度障害者等就労支援特別事業について、企業等の理解促進を図ると
ともに、利用しやすい制度に見直すこと。 
  

(2) 障害者手帳を有していない難病患者なども、診断書等により障害者
雇用率制度の対象に追加すること。 
また、障がい者の希望に応じた働き方の選択肢を拡大するため、障

害者雇用率制度における雇用率の算定方法について、週10時間以上20
時間未満の特定短時間労働の導入による効果検証等を行うとともに、
週 10 時間未満の短時間雇用を雇用率の算定対象とするなど、更なる見
直しを進めること。 
 

(3) 障がい者雇用の一層の促進を図るためには、身近な地域における障
がい者への就労支援の充実が必要であるため、障害福祉の実施主体で
ある市町村の窓口においても就労相談を受けられる体制を整備するこ
と。 
また、障がい者への就労支援の中核を担い、原則として、障害保健

福祉圏域ごとに設置されている障害者就業・生活支援センターについ
て、必要な職員配置や地域の実情に応じた柔軟な設置を可能とするこ
とにより、センターの体制強化を図ること。 

◆実現による効果 

すべての障がい者が、自らの意思で必要な治療を受けながら、自分らしくいきいきと暮らし

ていくことができる地域共生社会を実現することができる。 
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◆現状・課題 

(1) 障がい者一人ひとりの自己実現に向けた施策の推進について 

本県では、令和８年度当初予算として、障がい当事者のニーズや特性を把握し、本人の自己

実現を支援できるよう、市町村（政令市・中核市を除く）の相談員配置に対して補助するとと

もに、障がい当事者が望む多様な働き方についての検討会を設置するほか、障がい者の特性を

踏まえた就労支援を推進するための就労アセスメントセミナーや、週10時間未満の短時間雇用

を促進するための予算を計上したところである。 

また、これまでも障がい者の多様な働き方を推進するため、歩行困難な障がい者がオフィス

環境で効率的に働けるよう設計されたロボットの商品化、テレワークによる就労機会の創出な

どの取組を推進してきたところである。国においても、そうした障がい者の多様な働き方を推

進し、自己実現を支援する必要がある。 

特に、重度障がい者に対しては、雇用施策と福祉施策との連携による通勤や職場等における

支援策が整備されているが、企業等の理解が不足していることや、助成金の申請手続きが複雑

であることなどから利用が進んでおらず、地域生活支援促進事業である「雇用施策との連携に

よる重度障害者等就労支援特別事業」についても、令和６年度は、県内２市の実施に留まって

いる状況がある。このため、企業等に対し制度への理解促進を図るとともに、申請手続きを含

め、障がい者及び企業等が利用しやすい制度に見直す必要がある。 

 

(2) 難病患者等の障害者雇用率制度の対象追加等について 

障害者雇用促進法に基づく雇用率制度における対象障がい者の範囲は、身体・知的・精神障

がい者で障害者手帳の所持者に限られている。 

しかし、障害者手帳を有していない難病患者なども、体力面での制約や症状の特性、通院、

治療等の必要から、企業での一般就労は困難であるケースが多く見られる。そのような場合、

就労の困難性の判断を、医師による診断書などの障害者手帳以外の方法により担保すること

で、障害者雇用率制度の対象に追加する必要がある。 

また、同制度における雇用率の算定方法については、令和６年４月から週10時間以上20時間

未満の特定短時間労働者のうち、重度身体障がい者、重度知的障がい者及び精神障がい者につ

いて、１人をもって0.5人とカウントできることとなった。近年、就労希望者数や雇用者数が

大幅に増加している精神障がい者や、これまでは就労できなかった重度障がい者などの就労ニ

ーズが高まる中、短時間労働は、障がい者がその能力や特性に応じて、企業で働くための機会

の増大につながることが期待できる。 

障がい者の希望に応じた働き方の選択肢を拡大するため、特定短時間労働の導入による効果

検証等を行い、週10時間未満の短時間雇用を雇用率の算定対象とするなど、更なる見直しを進

めることが必要である。 

 

(3) 身近な地域における就労相談体制の強化について 

障がい者の就労等の場は通勤に必要な体力などを考えると、できるだけ身近な地域に確保さ

れることが望ましく、就労に関する相談支援も同様に、最も身近な市町村や支援機関におい

て、障がい者一人ひとりに合ったきめ細かい支援を提供できることが望ましい。 

 そこで、障害福祉の実施主体である市町村の窓口においても就労相談を受けられる体制を整

備することが必要である。 

また、障害者就業・生活支援センター（以下「センター」という。）は、障がい者の就業・

職場定着や生活支援などの相談支援業務、また、地域の関係機関との連絡調整業務など重要な

役割を担っている。 

しかし、近年、センターへの登録者数及び困難ケースへの相談件数が著しく増加しているた

め、現状でも相談支援対応に職員が多くの時間を割く中、もう一方の重要な業務である地域に

おける関係機関の連携拠点としての役割（地域の社会資源開拓や市町村に配置した就労相談

員、その他就労関係機関等へのスーパーバイズ等）を十分に果たすことが難しくなっている。 

さらに、センターは国の基準により、県内に８箇所設置されているが、住所地からセンター

へのアクセスが容易でない場所もあり、利用を希望する障がい者がいながら、必要な支援を受

けられない状況も見受けられる。特に、平塚市、秦野市、伊勢原市等で構成されている湘南西
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部圏域は、秦野市内からセンターが設置されている平塚市へのアクセスが大変不便であり、秦

野市からセンターの設置の要望が本県に提出されている。 

こうした状況を改善し、センターがより一層、地域における就労支援の中核を担っていける

ようにするためには、必要な職員の配置に向けた経費の増額が必要である。また、障がい者の

利便性の向上を図り、一人ひとりのニーズに合った支援を提供するためには、地域の実情に応

じて柔軟にセンターを設置できるよう、人口要件の緩和など基準の見直しが必要である。 

 

◆実現による効果 

これらの提案が実施されることで、障がい者の多様な働き方の推進に繋がり、働けないと思

っている人も含め、全ての障がい者が働ける社会、活躍できる社会が実現する。 

 （神奈川県担当課：福祉子どもみらい局障害福祉課、産業労働局雇用労政課） 


